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４１，１５５４３３ 自立的企業活動への支援

【２０１０年度の目標】

、 、中小企業の経営基盤の強化が図られ 地域経済の活性化や雇用創出を支える主体として

活発な企業活動が行われています。

項 目 基準年度の状況 年度実績 年度の目標1999 2001

( 年度の目標)2010

1995 %中小企業の情報化率 （ 年度） ５２．０％ ５４．０

３８．０ （推定） (８０．０％)%

海外情報拠点数 １か所 ７か所 ６か所

７か国延べ３５企業 （１５か所）（ ）

県内企業ＩＳＯ取得数 ６６件 ３４３件 ６００件

（１，８００件）

〈これまでの取組〉

「三重県経済戦略会議」を設置し、新しい産業政策の方向や戦略の構築に取り組むとともに、経

営革新に意欲のある中小企業者への支援、中心市街地の活性化などタウンマネージメント機関の設

。立に向けた取り組みへの支援や創業者・ベンチャー企業向け資金の利用促進などに取り組みました

〈平成１３年度の取組〉

平成 年度については、地域経済の活性化や雇用の創出を支えている中小企業が、活発な13

企業活動を行えるように経営基盤の強化を図りつつ、中小企業全体の保護育成から創業支援や

経営革新に意欲的な企業に対する支援へと重点化します。また、県内企業の経営品質向上の取

り組みを促進するため 「三重県経営品質賞」の創設を図るほか、引き続き、産業支援センタ、

ーを中核としたワンストップ・サービスにより、意欲ある中小企業の情報技術の活用や競争力

のある新製品の開発など自立提案型企業（単なる下請け企業からの脱皮）を目指す取組に対し

て支援します。さらに、経営基盤の強化を図るため、意欲ある中小企業の資金需要に対応した

金融支援を行うとともに、小規模事業者等に対する経営改善活動を行う商工会等の活動を支援

します。さらにまた、空洞化する中心市街地において街づくりの視点から商店街づくりに取り

組む地域に対して、より一層事業効果を重視した支援を行います。

〈 〉主な事業

（ ） （ ） ）１ 新 ( 千円21世紀の産業社会と地域整備のあり方に関する調査事業 10,082 10,082

【( ）地域産業、地場産業の振興総合事業 〔総合企画局〕101 】



本県の産業経済を主導してきた北勢地域を中心として、産業再編成の動きや新たな産業

創出の胎動に対応するとともに、ＩＴ革命、環境の世紀、本格的な地方分権の時代の到来

などを踏まえ、 世紀の産業社会と地域整備のあり方について調査を行います。21

（ ） ）２ ( 千円中小企業経営革新支援対策事業 30,000 0

【 ） 】〔 〕( 地域地場産業振興事業 農林水産商工部102

創意ある向上発展を図る中小企業者の取り組みを支援するため、中小企業経営革新支援

法に基づく経営革新計画の承認を受けた中小企業が行う新商品・新技術等の開発・人材養

成を支援します。

（ （ ） ）３ 千円商店街等活性化先進事業 27,000 0

【（ ） 】〔 〕201 魅力ある商店街づくり事業 農林水産商工部

ＴＭＯ、商工会議所が実施する駐車場対策、情報化・高齢化対策、空き店舗対策等の事

業に対して助成します。

（ ） （ ） ）４ 新 ( 千円三重県経営品質賞推進事業 15,000 0

【( )経営基盤の確立事業 〔農林水産商工部〕501 】

県内企業が、事業環境や市場の変化に即応しながら経営革新を実現する体質をつくりあ

げるとともに、県のパートナーである関係団体が住民満足・顧客満足を実現するための経

営改革とレベルアップに資するため、三重県独自の「三重県経営品質賞」を創設します。

（ ）５ ( )千円下請企業振興事業 19,805 1,270

【（ ） 】〔 〕501 経営基盤の確立事業 農林水産商工部

(財)三重県産業支援センターが行う県内下請中小企業の振興を目的とする下請取引のあ

っせん、情報提供、取引適正化・苦情紛争処理等の事業に対して助成します。

（ （ ） ）６ 千円中小企業連携組織対策事業 157,628 137,934

【 】〔 〕( ) 経営基盤の確立事業 農林水産商工部501

中小企業団体中央会による中小企業の組織化及び中小企業団体の育成指導を行うための

窓口・巡回指導、中小企業の連携のための交流、専門家による指導などにより、中小企業

者の経済的地位の向上を図ります。

（ ）７ ( )千円小規模事業等支援事業 2,094,716 1,852,640

【 】〔 〕( )地域の経営支援機能の充実事業 農林水産商工部601

商工会・商工会議所及び県連合会の行う小規模事業者等の経営・技術の改善・発達のた

めの事業の充実を図り、小規模事業者等の振興と安定を支援します。

〈主な見直し項目〉

①経営支援アドバイス事業および一般診断事業

事業に統合。ベンチャー企業支援育成


